医療施設等災害復旧費補助金申請等にあたっての留意事項
１　交付申請書提出までの流れについて
　（１）補助金の申請を行う場合には，様式１「医療施設等災害復旧協議書」，様式２「医療施設等災害復旧費実地調査表（総括表・個表）」を作成し，９月28日（金）【必着】までに広島県健康福祉局医療介護計画課へ提出をお願いします。
　（２）協議書提出後，「内閣府、厚生労働省及び環境省所管補助施設災害復旧費実地調査要領（昭和59年９月７日蔵計2150号）」等に基づき，実地調査を行い，交付申請額を決定します。
　（３）実地調査の結果に基づき，交付申請書の提出となります。

　（４）実地調査等，今後のスケジュールについては，国からの通知を確認次第，別途お知らせします。

２　実地調査の事前準備について

　（１）災害発生原因や程度等の証拠書類

　　　　暴風，洪水，高潮，地震，その他の異常な天然現象であることを地元地方気象台発表の観測記録，都道府県・市町防災担当課等が作成した資料等による客観的な証明が必要になります。（原則として県が準備します。）
　（２）図面

　　　　被災箇所が特定できる資料として，図面等をご準備ください。

　（３）積算根拠資料

　　　　物価版（専門誌）等の建築単価が分かる資料を用意するとともに，見積もりの場合は，複数者（３者以上）の見積もりをご準備ください。（見積もりが徴収できない場合は理由を提示してください。）
３　実地調査について

　   （１）復旧費の申請を行うすべての被災箇所について，被災の状況や復旧費の積算根拠等について，詳細な説明をお願いします。

　  （２）申請内容については，原則，申請者である病院担当者からの説明をお願いします。また，工事施工内容等を専門的に説明できる者（工事請負業者等）も同席していただく場合があります。
　４　早期着工について

　　　　国の実地調査後の工事着工が原則ですが，やむを得ず，国の調査を待たず，復旧事業に着手する場合については，以下の事項に留意してください。

　　  （１）被災事実確認のため，被災した状況の分かる写真が必要不可欠な資料であることから，被災範囲，数量，規格等が確認できるよう，メジャーを添える等できるだけ明瞭に撮影してください。

　　  （２）写真及び図面等に番号を付けるなどして，被災場所を明確に判断できるようにしてください。

　　  （３）入院患者等の安全確保のため，必要に応じて応急措置を行った場合，その後に行う復旧工事の一部または全部となり得るものについては，国庫補助の対象となり得ます。

　  ５　その他

　　  （１）災害復旧費として認められる内容は，原則として，「原形復旧」であり，原形復旧に該当しないと判断された場合には，補助対象とならない場合がありますので，被害申請額等の算定にあたっては留意願います。
　　  （２）補助対象となる施設整備（施設と一体的な設備を含む）は，災害復旧費協議額１件につき80万円以上です。

　　  （３）補助対象外経費については，「（参考資料）医療施設等災害復旧費補助金について」の２ページ目を参照し，被害申請額等に含めないよう確認をお願いします。

　　  （４）入札等が行われることによって，協議額を訂正する場合は，事前に医療介護計画課へ連絡をお願いします。

　　  （５）「医療施設等災害復旧費協議書」の提出により，直ちに復旧工法，被害範囲，所要額等について，国庫補助を行うことを確約，承認したものではないので注意願います。

　　　

　

